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研究成果の概要（和文）：本研究では、シェアリングエコノミーにおける個人間取引の拡大が、既存の市場にお
ける企業の行動とその結果市場成果と経済厚生に与える影響を理論的に吟味した。
 既存の市場競争との比較のため、(1)民泊や未利用駐車場などの個人間取引の特徴である低限界費用と供給制約
を併せ持つ、太陽光発電などの変動再エネ市場、脱炭素社会を目指す非価格環境政策の下、企業の供給製品に占
めるグリーン製品比率規制下での市場競争、また、(2)両面市場でのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ企業の価格付けやサービス品質の
選択戦略やサービスの自主規制や品質管理（キュレーション）の経済的効果を考察し、公共政策との関係を探っ
た。

研究成果の概要（英文）：This study explores how an expansion of p2p (person-to-person) transactions 
affects to firms’ behaviors and resultant market outcomes and welfare in existing markets.
 The services in p2p transactions like vacation rental like Airbnb and parking lot sharing service 
have characteristics that firms supply with low service cost and capacity constraints in renewable 
energy markets like photovoltaic generation ones. 
To compare competition in p2p market with those in existing markets, (1) We study market competition
 these existing products or services. (2) We also theoretically examine pricing and quality choice, 
control, self-regulation, curation strategies of the platform firms in two-sided markets where the 
platform intermediates transactions between members of both sides markets and suggest major 
implications for the study and public policy. 

研究分野： 経済政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
近年インターネットの普及に伴い、個人間取引規模が拡大している。その結果競争形態や流通取引慣行が大きく
変わり、個人間取引を仲介するﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ企業(Amazonなど) の市場支配力や支配的地位の濫用、消費者利益の阻
害などが疑われ、競争当局による規制強化が行われている。本研究は、個人間取引と類似した特徴(低限界費用
と供給制約)をもつ既存の製品・サービス市場競争を考察し、その結果を、個人間取引を仲介するﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ企業
の行動(価格付け、品質の制御、自主規制、キュレーション)と市場競争の結果を比較することにより、研究結果
と公共政策との関係を探った。これが本研究の社会的意義である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
インターネットの普及に伴い、Peer-to-Peer（P2P）市場とよばれる、個人間取引が拡大し注目
されている。その代表例は、配車、民泊サービスなどに見られるレンタル型を基にしたシェアリ
ングエコノミー（SE）であり、そしてフリーマーケット、クラフト販売、ネットオークションな
どマーケットプレースビジネスである。P2P ビジネスは各国で多くの他の分野（空き家、家事代
行サービス、知識、スキルなど）にも拡大し、そして今後さらに新たな分野に拡張することが予
想され、ビジネスそのものがイノベーション（ビジネスモデル）と捉えられる。Fraiberger and 
Sundararajan (2016) は、耐久財の P2P レンタル市場についての理論モデルを構築し、アメリカの
自動車産業と P2P カーレンタル取引のデータから、市場が所有からシェア取引にシフトする過
程を明らかにしており、学術的にも、P2P ビジネスの重要性が確認され始めていた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、以下のとおりである。  
(1)  P2P 市場の拡大に伴う競争メカニズム・財・サービスの流通形態の構造変化が、既存寡占
企業の行動とその結果市場でもたらされる経済厚生に与える影響を、理論モデルを構築して明
らかにする。 
(2) ミクロ経済データ、ミクロ計量経済学などの計量分析手法を用いて、(1)で定式化したモデ
ルに基づき、P2P 市場の登場が経済厚生に与える影響を定量的に分析する。 
(3) (1)で構築したモデルにおいて(2)の定量分析の結果を踏まえ、P2P ビジネスの拡大がもたら
す新たな市場の失敗が何であるか、およびそれに対して政府がなし得る公共政策のあり方を明
らかにする。 
 
３．研究の方法 

上記目的を達成するため、プロジェクトに参加する研究者を、理論モデルを構築する理論  
研究グループ（松村、猪野、北村、新海）と理論モデルに基づき、定量分析を行う実証分 
析・公共政策分析グループ（土井、加藤、土居）に分け研究を進め、各グループ内で得ら  
れた成果を論文として公表しつつ、定期的に研究経過を報告しあい、課題研究全体の成果    
にまとめる研究方法である。 

当初の計画では、2019 年度～2020 年度前半までに、以下の研究方法で研究を実施する予
定であった。 

(a) 理論研究グループは、目的(1)の達成のため、P2P ビジネスの拡大が既存寡占企業の行動や 
その結果もたらされる経済厚生に与える影響を、理論モデルを構築するため、売り手を既
存企業と一般消費者の 2 タイプに分けて分析する上記の先行研究 Fraiberger and 
Sundararajan (2016)の理論モデルを改良して、既存の財の企業に寡占構造を組み込み、競争
市場均衡とその結果もたらされる経済厚生を導出し、その性質を理論的に明らかにする。 

(b)実証分析グループは、 目的(2)の達成のため、日本のカーシェアリング市場およびレンタ
ルスペース市場を対象に、 都道府県別のシェアリング取引量の代理指標（例えば、カー
シェアの場合は、カーステーション数）のパネルデータ（すでにデータ部を入手済）を作
成し、それが地域の競争にどのような影響を与えたかを定量的に検証する。 

2020 年度後半には、海外(オーストラリア)の当該研究分野の研究者との国際ワークシ
ョップを実施して、これまでの研究での成果について議論し、また各研究者が論文とし
て国際学会等で報告する予定であった。その後 2020 年後後半から 2021 年度前半にかけ
て、理論研究グループ、実証分析・公共政策分析グループが綿密に進捗状況を共有しつ
つ、目的(3)を達成するための政策分析を行う予定であった。 
しかしながら,各グループが予備的研究に取り組んでいる中 2020 年 3 月以降、我が国

も含む世界的な新型コロナ禍で、研究環境も一変した。各プロジェクトメンバーもそれ
ぞれの所属大学で、対面で大人数の密な参集を避けるため教育、会議業務等のオンライ
ン化への対応に当たらずを得ず、研究実施計画を 1 年遅らせ、かつ研究期間を 1 年間延
長申請し、延長した。2021 年度の 1 年間は新型コロナパンデミックの終息を待ちつつ、
プロジェクトの研究者各々が、教育、大学運営業務の負担と制約下で可能な範囲で研究
を続けた。概ね日本で感染者数増加が落ち着きを見せた 2022 年度になって、6 月にプロ
ジェクト全体の成果を共有するため、研究分担者がサバティカルで客員教授として在籍
する東北大学で、2022 年 6月に、中間報告研究会を行った。また、同年 11月には、プロ
ジェクトのメンバーが専任教員であり、別のメンバーが共同研究のため客員研究員とし
て在籍していた小樽商科大学近くの会議室にて、研究成果報告研究会を実施し、成果報
告と討論を行った。 

 
４．研究成果 
３．の研究の方法で述べたように、コロナ禍の中、プロジェクト研究者それぞれが所属する大学



の新型コロナ感染リスク対応の研究・教育活動のガイドライン遵守の制約下で、国内といえども
オンラインではなく、対面で報告・議論する機会の確保ができたのは、最終年度の 2022 年度の
1年間のみであった。プロジェクト全体の成果として、目標としたまとまった政策分析の成果ま
で得られなかった。それゆえ、理論研究グループ、実証分析・公共政策分析グループともに、各
研究者個人と多くても 2名で研究を進め、その結果得られた成果を、本研究課題との関連で多く
の成果が得られたが、ここではわかりやすい研究成果に絞って報告する。 
 
(1) 理論研究グループの猪野・松村は、シェアリングエコノミーで個人間取引されるサービスと 

既存の市場取引で取引されているサービスには共通の特徴に着目し、シェアリングエコノ
ミーを特徴付ける理論分析を行った。シェアリングエコノミーと変動再生エネルギー供給
は、低い限界費用と供給制約という特徴を併せもつ。 
例えば、シェアリングエコノミーの代表例である、民泊事業を考えてみよう。ある人の自

宅には、子供が独立して低利用の部屋があり、人に貸す余裕がある。しかし子供が孫を連れ
て戻ってくる日には貸したくない。あるいは駐車場の一時貸し出しでは、ある人の自宅の駐
車場は出勤している時間帯は空いているので、この時間帯のみ他の人に貸せる。 
この場合、いずれ貸し出すときは空き部屋、駐車スペースの一時貸出サービス供給に伴う 
限界費用は著しく低いが、いずれもいつでも需要があれば供給できるわけではなく、供給者   
自身が未利用の時間帯にサービスを供給できるという供給制約がある。 

研究成果の１つとして、Ino and Matsumura(2022)は、シェアリングエコノミーにおいて、
既存企業が宿泊サービスを供給する市場の宿泊サービﾞス寡占市場に、自宅を未利用時にの
み宿泊施設として貸すという「供給制約」と低い限界費用をもつ P2P（個人間）取引である
民泊提供者が参入する自由参入均衡を考え、「供給制約なしの自由参入均衡での企業生産量
より少ない、各企業あたりの供給制約の下では、その参入均衡での参入企業数は経済厚生上
効率的となること」を示した。 
この結果は、既存研究での供給制約がない寡占市場における自由参入Cournot均衡では、

新規参入は既存企業の生産量を減少させる顧客奪取効果(business stealing effect)が存在する
が、新規参入企業はこの効果を無視して行動するので、均衡での参入企業数は効率性の意味
で過剰となる「過剰参入定理」が成立するという常識を覆す興味深いものとなっている。 

   すなわち、既存のサービス市場に P2P 取引が参入しても、その参入に十分厳しい供給制約 
  が課されている状況ならば、市場では効率的な参入均衡が存在し得るということになる。 
(2) 理論実証研究グループから、新海・土居は、今後実証分析に発展し得るテーマに関して、そ

の基盤となる共同で理論分析を行った。欧米の計量分析は、恣意的な統計モデル（OLS）に
よるものが多く、理論的モデルから導き出された方程式による構造的な推定ではなく、推定
のための理論モデルの構築が必要であるからである。 
シェアリングエコノミーでは、通常に市場で取引される財・サービスに P2P 取引者の参入

が起こった場合、これらの取引では個人が所有する遊休耐久消費財、自宅、別荘を他の消費
者にシェアして利用させるには、その遊休耐久消費財の品質がある程度高く、耐久性が必要
となる。それゆえ、各、サービスや財を供給するにあたり、供給者は供給量や価格のみなら
ず、提供する財・サービスの質の水準も選択する必要が生ずる。成果のうち、Doi and 
Shinkai(2023)は、独占企業が価格と供給する財（製品）の品質水準を両方決定するとき、単
位費用の増加が独占均衡における価格と品質水準に及ぼす影響について、理論的に分析した。
その結果、費用増加の効果は、財の需要関数のすべての価格と品質水準に関する 1 次導関数、
2 次導関数の均衡における符号に強く依存することを明らかにした。この研究では、これら
の各導関数が費用変化の効果とどのように関連するかを明確にした。新たな貢献は、企業が
供給する財やサービスの品質を考慮した分析でも、品質水準が外生的に与えられたときに、
費用の増加は、均衡での価格を増加させるという既存研究の結果に対し、我々の想定した独
占企業が、価格と供給する財の品質水準を両方選択できるよう内生化した場合、単位費用の
増加が均衡価格の減少（負のパススルー）をもたらすという直感に反する結果を示した。 

(3) また、新海・土居は、”Menu-pricing and quality decisions of a platform monopolist, ” Shinkai and 
Doi (2023) Mimeo.を公刊準備中である。この研究は、国際的なプラットフォーム企業である、
インターネットショッピングサイトでの、財の販売者と購入者の取引仲介サービスを念頭に、
売り手市場と買い手市場の両面市場での取引仲介と配送サービスを、売り手と買い手を２つ
のタイプ(プレミアムとスポット)のそれぞれに対しメニュー価格付けすることにより、価格
差別する独占プラットフォーム企業の最適戦略を分析し、ｻｰﾋﾞｽコストの増加が、サービス
価格（それを通じた仲介する財の価格）にもたらす影響を調べる理論分析である。ここで明
らかにしたのは、1）取引サービスに対する買い手の評価が一般パレート分布するという仮
定の下で、売り手、買い手のそれぞれに 2つのタイプ(プレミアムとスポット)サービスが提
供され、売り手、買い手に対する唯一の最適サービス料が存在する。2)取引される財の単位
費用を所与として、売り手のプレミアムサービス費用が増加するとき、均衡での最適な買い
手のプレミアム会員料は減少し、プレミアムタイプの買い手へのサービスへの最適品質水準



は増加する。3）両タイプの買い手に対するプラットフォームのサービスへの需要が増加す
ると、均衡での最適な買い手への会員料と買い手への最適なプレミアムサービスの品質水準
はともに増加することを示した。2)の結果は、新型コロナ禍で欧米において、Amazon の配送
を伴う財のネット取引の増加が、配送含むサービス費用の増加により、買い手へのプレミア
ム会員価格の大幅な引き上げをもたらしたのに対して、Amazon の配送を伴う財のネット取
引の増加がおきた日本で、Amazon は買い手へのプレミアム会員価格を引き上げなかった事
実に対し、Amazon Japan が、従来のプレミアム会員買い手へのサービスの品質水準を、従
来の対面配達（再配達あり）から、原則「置き配」に低下させ、そのために、Amazon の冷蔵
冷凍品以外の輸送業者をヤマト運輸、日本郵便から、「丸和運輸機関の３PL サービス」に変
更して、サービス費用を引き下げたことを示唆しており、興味深い。 

(4) 理論研究グループの北村は、Kitamura(2022)で、別のゲーム機器をもつという意味で別のプ
ラットフォームに属するゲームユーザーが同じゲームソフト別のゲーム機（別のプラットフ
ォームに属するゲームユーザーと対戦ゲームできるような市場を理論分析した。1)買い手、
売り手の両方のグループ参加者が複数のプラットフォームを選択でき、2)自己の属するグル
ープ参加者からのネットワーク外部性と、そのグループと互換性をもつグループ参加者から
の部分的ネットワーク性をもち、かつ 3）各プラットフォームが他のプラットフォームサー
ビスとの互換性を Nash 交渉により選べるような、各グループ参加者からは異質にみられる
プラットフォーム企業の複占モデルを構築した。このモデルの対称均衡において、(a)ネッ
トワーク効果の程度が増すか、プラットフォームの差別化の程度が減少するとき、ネットワ
ークの互換性の程度が高まり、加えて(b)社会厚生上、その互換性の程度は、過剰となり消
費者（ゲームユーザー）にとっては、非互換的な方が望ましいことを示した。これは、P2P
取引を含むシェアリングエコノミーでのプラットフォーム間でも想定し得る状況を説明す
るもので興味深いものである。 

(5) 土井、加藤、土居（実証・政策分析グループ）は、本研究期間を通して、各国（特に欧米日）
のビジネスの実例（資料、ヒアリングなどによる）、公共政策当局（EU、英国、米国など）の
資料、そして欧米の多数の学術研究を展望して、シェアリングエコノミーの定義、ビジネス
実態（取引参加者の行動）、欧米の公共政策の実際の取組みなどを整理した。そのうえで、
シェアリングエコノミーのビジネス上の特徴を整理し、分析課題を確認した（土井[2020、
2022]）。その主な特徴は、以下のように整理できる。 
①取引の担い手（財・サービスの供給者と利用者）に注目すると、プラットフォームを介

して、企業と企業（B2B）、企業と消費者（B2C）、消費者（個人）と消費者（個人間。P2P な
いし C2C）および消費者と企業（C2B）の取引に大別されるが、シェアリングエコノミーにお
いては特に後者２つが大きな特徴である。本研究では、最も顕著な特徴の 1つである個人間
の取引である P2P 型に注目して分析した。そのタイプは、製品・サービスの所有権の移転の
ある場合（例えば小物・中古品の販売、フリーマーケット）と所有権の移転のない場合（ラ
イドシェアリング、カーシェアリング、民泊、ギグエコノミーなど）の２つの形態がある。
後者が特に注目される形態である。 
②取引において、“仲介する”事業者、プラットフォームが介在し、その結果取引当事者

の間にはネットワーク外部性（分野内ネットワーク外部性、特に間接的ネットワーク外部性）
が働く可能性がある。こうした特徴の下で、プラットフォーム事業者の仲介手数料率の決定
の実態を考慮に入れながら財・サービスの価格決定や以下で言うネットワークの品質管理を
行う誘因・メカニズムを経済分析した。 
③プラットフォーム企業は、しばしばスタートアップ企業が多く、その企業規模と起業の

特性からミクロアントレプレナーとよばれる。特にシェアリングエコノミーではこのタイプ
が多く、また利用者となった個人は供給者となる傾向がある。シェアリングエコノミーが個
人としての供給者、そしてまた利用者の行動（すなわち消費者行動）に与える影響を明らか
にしなければならない。この課題について、広く理論的、実証的に考察した（Honjo & 
Kato[2019], Kato[2020], Coad & Kato[2020],加藤[2022]）。 
④プラットフォーム事業者、特に上位の企業は、しばしば近接分野のビジネスに進出する

多角化企業が多い。これには分野間でネットワーク外部性（分野間ネットワーク外部性、特
に間接的ネットワーク外部性）が働いているかもしれない。以上のようなネットワーク外部
性を考慮しながら分析を展開することが求められる。 
⑤プラットフォーム事業者は同業他社と競争するが、エコシステムの品質マネジメントと

絡んで固有の行動をとり、その結果競争政策や規制に対して従来と異なる課題を提起する可
能性がある。事実、例えば現行の競争政策（競争法の適用）の適用可能性について相対立す
る意見が議論されている。経済分析を通してプラットフォーム事業者の行動と競争政策や政
府規制との関係を考察しなければならない。 
⑥プラットフォーム事業者は、エコシステム・ネットワークの品質を自主的に管理する誘



因をもつ傾向がある。これはキュレーションと呼ばれ、「自主規制」や「ネットワークの統
合」と捉えられ、シェアリングエコノミーにおける顕著な特徴の 1つである。キュレーショ
ンは、レーティング、レコメンデーション、取引ルールの設定、会員制、自社供給（垂直統
合）による品質モデルの提示など、多数の手法を含む。プラットフォーム事業者による自主
規制の誘因、効果、そして経済厚生との関係などを明らかにすることが経済分析の重要な課
題の 1つである。 
⑦自主規制は企業ごとに独立に行われるだけでなく、業界レベルで協調して行われること

もある。これは業界自主規制とよばれ、標準の理論でいう「自主合意標準」に該当する。ま
た、欧米では、企業または業界と規制当局が共同で取り組む「共同規制」が見られる。欧米
の事例を展望し、わが国への含意を探る必要がある。 
⑧シェアリングエコノミーは、しばしば既存の業界（多くは規制産業）と競合することが

多く、業態間競争を誘引している。例えば、民泊は地域のホテル・旅館と、そしてライドシ
ェアリングやカーシェアリングはタクシー業界、新車メーカー、中古車業者などと、それぞ
れ競合している。そうした業態間競争のメカニズム・影響に注目する必要がある。こうした
影響は資源の有効利用につながり、ひいては資源・環境・エネルギー問題のような社会的成
果につながるために、そうした関係を明らかにする必要もある。 

⑨シェアリングエコノミーのビジネスモデルはオンライン上の情報に影響される傾向が
ある。インターネット上の評判や eWOM（electronic word-of-mouth. 財・サービスまたは会
社についての顧客の行う肯定的または否定的コメント）などの情報の影響に注目し、その影
響が重要な研究課題であることを指摘した（Doi & Hayakawa[2020]）。 
以上のような特徴を考慮しながら、P2P 型シェアリングエコノミーのメカニズムと公共政

策の在り方を理論的、実証的に考察することが求められる。この点について、多数の文献・
資料、既存の研究、業界関係者の指摘などを通して詳細に議論し、それらの影響を経済学的
に分析した。そのさい、新たな経済事象であるビジネスタイプの特性を考慮して、垂直的拘
束・統合（競争経済学）、標準（標準理論）、政府規制（規制の経済学）に関する既存の理論
に上記の諸特徴を入れながら、プラットフォーム事業者の行動（財・サービスの価格設定、
手数料率、キュレーションなど）とその社会的厚生への効果を中心に経済分析を試みた
（Doi[2023]）。 
 なお、本研究はより詳細なデータ・情報を集め計量分析を目指した。しかし、業界関係

者との接触を通して試みたが、コロナ禍などの諸事情で研究期間中では困難とわかり、強く
この問題の重要性が感じられた。わが国では、シェアリングエコノミーに関する情報、統計
資料が未整備であるために、実態の把握が遅れ、そしてまた、少数の事例分析を基に政策が
議論されている。こうした状況が政策策定の障害になっていることが懸念される。われわれ
は、本研究計画が終了後もこの問題に取り組み、実証分析に取り組むことを強調する。また、
シェアリングプラットフォームの議論は、P2P 型シェアリングビジネス以外のシェアリング
エコノミーのみならず、他のプラットフォームビジネス、そしてまた中間財の「商流」のよ
うに他のビジネスの分析にも応用可能な側面をもつために、引き続き P2P 型シェアリングエ
コノミーの分析をさらに深めながら、同時に適用の拡張をも模索する。 
本研究からの未発表の成果や引きつづき行う分析の成果は、今後順次ディスカッションペ

ーパー、雑誌、学会等で発表する予定である。 
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